
指定管理者制度活用事業 総括評価シート 

評価年月日：令和７年７月４日 

評 価 者：川崎市麻生区指定管理者選定評価委員会 

１．業務概要 

施設名 川崎市麻生スポーツセンター 

施設所在地 川崎市麻生区上麻生３丁目６番１号 

指定期間 令和３年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

業務の概要 ・施設全般の管理運営に関する業務 

・施設設備の利用提供に伴う業務 

・生涯スポーツ振興事業の実施等に関する業務 

・施設の維持保全に関する業務 

・廃棄物の管理・処分業務 

・スポーツ行政等への協力業務 

・スポーツのまちづくりの推進に関する業務 

・自主事業の企画・運営等に関する業務 

・事業期間終了時の引継ぎ業務 

指定管理者 名称 ：あさおスポーツムーブメント共同事業体 

 <代表>  株式会社コナミスポーツ 代表取締役 室田 健志 

 <構成員> イオンディライト株式会社 支社統括本部 関東支社横浜支店 

支店長 良知 勤 

所管課 麻生区役所まちづくり推進部地域振興課 

２．「評価の視点」に基づく事業期間全体の評価 

 評価項目 事業実施状況等 

1 市民や利用者に十分

な量及び質のサービ

スを提供できたか。 

民間スポーツクラブを多数運営する代表企業のノウハウを活かし、「健

康太極拳」「美ボディピラティス」「元トップリーグ選手によるジュニアバ

レーボール」といったスポーツ教室を開催したほか、スポーツデーの内容

にも工夫を凝らし、「エアロビクス」「ボディコンバット」「親子初心者卓

球」等様々な種目を実施し、多くの利用者に対して運動の機会を提供した。 

仕様書に定める各業務の要求水準を満たしつつ、利用者の利便性向上に

向け、窓口におけるキャッシュレス決済導入、ロビーや観覧席への Wi-Fi

ルータの設置、携帯電話充電スポット・大型靴箱・忘れ物インフォメーシ

ョンボードの設置等、仕様書に定めのない取組も実施した。 

併せて、新たな利用者の獲得に向けた取組として、仕様書において休館

日と定めている年末年始に関し、館独自で開館日を延長する等、十分な量・

質のサービスを提供した。 

また、地域との連携事業として、麻生区スポーツ推進委員会との協働に

より「ニュースポーツ教室」を月に１回開催することで、地域におけるニ

ュースポーツの普及と団体の力量向上に貢献した他、３つの総合型地域ス

ポーツクラブ「わ・わ・わ・クラブ」「GET」「ビルネ」との協働によりス

ポーツセンター全館を使ったイベント「わくわくイベント」を年に１回開

催することで、総合型地域スポーツクラブの周知と地域における指導者の

育成を図った。 

 

2 当初の事業目的を達

成することができた

か。 

 

 新型コロナウイルス感染症の影響による人数制限、利用時間制限等があ

り、令和 3 年度、4 年度に関しては計画どおりの事業運営が難しかった

が、感染症対策を実施しつつ、かわさきスポーツパートナーである川崎ブ

レイブサンダースと連携したバスケットボール教室等の提案事業を実施

した。令和 5 年度からはおおむね制限がなくなり、計画どおりの事業が実

施できたことから、利用者も増加。令和 6 年度には年間利用者数が 25 万

人弱と、コロナ前の水準まで回復した。 

 令和 4 年度には空調設置工事により大体育室を 11 月から 3 月まで休



館していたことも考慮すると、年度により利用者数の落ち込みが見られた

ものの、市民のためにスポーツの普及と振興を行うという事業目的は達成

した。 

 

3 特に安全・安心の面

で問題はなかっ た

か。 

 

 新型コロナウイルス感染拡大時には、トレーニング室や一部スポーツデ

ー及び教室の人数制限、シャワー及び冷水器の利用中止、トレーニングマ

シン間のパーティション設置等の感染防止策を確実に実施した。 

 スタッフには心肺蘇生法や AED 操作に関する講習受講を徹底したほ

か、施設内でも比較的危険度の高いトレーニング室にはスタッフを 2 名

配置し、特に初めて使用する利用者への説明を丁寧に行った。また、トレ

ーニングマシンについては定期的なメンテナンスを行った。 

令和３年度に、女性トイレ・更衣室前に防犯カメラを新たに設置し、安

心して利用できる環境を整備した。 

 

4 

 

更なるサービス向上

のために、どういっ

た課題や改善策があ

るか。 

多様な教室を展開しているが、一部には参加者が少ないものもある。今

後もニーズ把握に努め、より利用しやすく魅力的な事業展開に努めていく

必要がある。 

利用者数はコロナ前水準にまで回復したが、利用者や稼働率の更なる増

加に向けて、従来スポーツセンターを利用してこなかった層に対するアプ

ローチが必要となる。そうした層にアピールする新たな視点の事業や、魅

力的な広報物の作成、発信内容の再検討が課題となっている。 

1986 年の開館から約 40 年が経過し、施設や設備の老朽化による不

具合が度々発生している。駐車場フラップ板や精算機の不具合等、緊急性

の高いものを優先して補修をしているが、年間補修費に限りがあり、要補

修箇所の全てに対応できていない。施設の老朽化の程度に応じた補修費の

確保が必要である。 

 

３．これまでの事業に対する検証 

 検証項目 検証結果 

１ 所管課による適切な

マネジメントは行わ

れたか。 

 

毎年度、月ごと及び四半期ごとに事業報告書によるモニタリングを行っ

たほか、定期的（月１度）に定例会を開催し、直接、管理運営に際しての

報告・相談を受けるとともに、月に数回施設を訪れ、管理運営の実施状況

調査を行い、施設の適正な管理運営に必要な調整・協議・指導を行った。 

平成 26 年度からの設備専用利用料の過誤徴収が発覚した際には、速や

かに施設に出向いて調査を行うとともに、前指定期間分含め対応を協議し

返還に向けて必要な調整・対応を適切に行った。 

 

２ 制度活用による効果

はあったか。 

 

（サービスの向上） 

多様なスポーツ教室・スポーツデーを実施するとともに、年末年始の開

館日延長・窓口におけるキャッシュレス決済導入・ロビーや観覧席への

Wi-Fi ルータの設置といった利便性向上に取り組んだ結果、年間利用者数

は令和 5 年度以降増加し、令和 6 年度にはコロナ前の水準まで回復した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者数 （人）

前期平均 R3 R4 R5 R6 今期平均

　個人利用者数 120,000.8 94,335 98,588 122,098 124,774 109,948.8

　　スポーツデー 32,220.6 29,889 23,476 30,287 32,406 29,014.5

　　スポーツ教室 26,792.4 19,958 24,046 28,755 28,052 25,202.8

　　トレーニング室 57,945.6 44,464 51,022 61,164 62,720 54,842.5

　　その他 3,042.2 24 44 1,892 1,596 889.0

施設貸し（団体利用者）数 111,271.8 89,266 71,542 117,398 123,384 100,397.5

　　大体育館 65,024.8 49,351 30,881 65,898 75,388 55,379.5

　　小体育館 10,908.4 9,733 9,755 13,655 12,200 11,335.8

　　武道室１ 13,298.0 13,163 12,103 12,965 12,564 12,698.8

　　武道室２ 16,058.8 13,187 13,435 15,709 15,376 14,426.8

　　研修室 5,981.8 3,832 5,368 9,171 7,856 6,556.8

総利用者数 231,272.6 183,601 170,130 239,496 248,158 210,346.3



（経費の節減） 

市の財政負担としては、直営時に比べ、利用者数が増加して利用料金収

入が確保できたことで財政負担が減らせたこともあり、一般財源ベースで

直営時の 62,042 千円 から制度導入後は 47,371 千円 （令和６年度）

となり、約２４％の削減となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 当該事業について、

業務範囲・実施方法、

経費等で見直すべき

点はないか 

生涯スポーツの振興やスポーツのまちづくり、効率的かつ効果的な施設

運営等において、役割を果たしていると評価できることから、令和８年度

以降も指定管理者制度を導入する際は、業務範囲、実施方法、経費等につ

いておおむね現行を基本とするが、現状提案事業として実施している窓口

でのキャッシュレス決済に加え、券売機や駐車場の精算機についてもキャ

ッシュレス対応としていく必要がある。経費面においては、施設の老朽化

の程度に応じた補修費の確保を要する。 

 

４ 指定管理者制度以外

の制度を活用する余

地はないか 

指定管理者制度によって、多様化・高度化する利用者のニーズに対して、

民間企業の専門性により迅速・柔軟に対応し、サービス向上を果たしてお

り、経費についても、民間のノウハウ活用により一定の縮減効果がある。

指定管理者制度以外の手法では直営が考えられるが、専門的な知識を持つ

人材の確保が困難である。以上のことから、当施設の管理運営に当たって

は、指定管理者制度を継続することが最も効率的・効果的である。 

 

４．今後の事業運営方針について 

公の施設として地域のスポーツ振興の中核施設の役割を果たすため、定期教室やスポーツデー、

健康のサポート、スポーツ情報の発信等を引き続き実施するとともに、従来スポーツセンターを利

用してこなかった層に対するアプローチとして、当課が所管している白山中学校跡地施設での「出

張スポーツ教室」による同施設の有効活用と併せた周辺地域のスポーツ振興や、市スポーツ協会と

連携した「健康麻雀教室」による頭の体操等、これまでとは違う視点での事業展開により、さらに多

くの市民に対して運動に親しむ機会を提供していくことが必要となる。加えて、地域におけるスポ

ーツ活動の支援や地域人材の育成、地域団体との連携についても、これまで以上に強化していくこ

とが重要である。 

指定管理者制度の導入により、スポーツ施設運営の経験豊富な民間事業者が、多様かつ高度な利

用者ニーズに迅速、柔軟に対応して効率的にサービスを提供することで、市民が気軽に集い、スポ

ーツに親しむ機会を創出することを図ってきた。引き続き、麻生区としてスポーツを通じたまちづ

くりを推進していく上で、民間事業者の持つ専門性の高いノウハウと効率的な運営が必要とされて

いる。 

これらの役割を、限られた財政負担で効果的に実現するためには、引き続き指定管理者による管

理運営が望ましい。 

  

R3 R4 R5 R6

利用者数（人） 150,543 231,273 183,601 170,130 239,496 248,158

市一般財源経費
（千円）

62,042 43,771 47,344 53,660 42,690 47,371

※　市一般財源経費の第３期以降は指定管理料の金額

H17
（直営最終

年度）

第3期
（平均）

第4期

収支実績 （千円）

前期平均 R3 R4 R5 R6 今期平均

収入 107,995 104,646 108,725 112,999 120,939 111,827

　指定管理料 43,771 42,945 42,945 41,293 44,112 42,824

　利用料金収入 28,140 32,990 29,838 38,134 39,978 35,235

　その他 36,085 28,711 35,942 33,572 36,849 33,769

支出 110,280 103,403 106,000 121,003 124,737 113,786

収支 2,285 1,243 2,725 -8,004 -3,798 -1,959


